
 

1 

 

観光関連サービス業等生産性向上支援補助金 

【公募要領】 
 

 

【受付期間】 

令和２年９月３日（木）から同年９月 24日（木）必着 

※予算額を超える申請があった場合は、全ての申請案件を審査した上で、 

交付決定する案件の金額を予算の範囲内になるよう調整します。 

 

【受付方法】 

１ 申請書類の提出について 

  申請書類を以下の宛先に簡易書留などの郵便物の追跡ができる方法で 

郵送していただきますようお願いします。 

  （宛先） 〒３８０－８５７０（住所記載不要） 

       長野市大字南長野字幅下 692-2 

       長野県庁産業労働部営業局 

       「観光関連サービス業等生産性向上支援事業担当」宛 

  ※持参、ＦＡＸ及びメール等による申請は受付しておりません。 

 ２ 申請書類の入手方法について 

   申請に必要な書類は、長野県庁の以下のホームページからダウンロードして 

   いただけます。 

   （ＵＲＬ）https://www.pref.nagano.lg.jp/eigyo/shienhojokin.html 

 

【お問合わせ先】 

     観光関連サービス業等生産性向上支援事業担当 

      電 話：０２６－２３５－７２４８ 又は ７２４９ 

      メール：eigyo@pref.nagano.lg.jp 

          ※電話での受付は平日 9時から 17時までです。 

     ※問い合わせが混み合う場合もありますので、その場合はお手数ですが、 

メールでお問い合わせいただきますようお願いします。 

 

 

https://www.pref.nagano.lg.jp/eigyo/shienhojokin.html
mailto:eigyo@pref.nagano.lg.jp
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観光関連サービス業等生産性向上支援補助金（以下「補助金」という。）の募集を行い

ますので、交付を希望される方は下記に基づき応募してください。 

 

１ 制度の目的 

  本補助金は、新型コロナウイルス感染症の拡大による事業活動の継続が困難等の悪影響

が及んでいる県内中小企業者等の新しい生活様式を備えた以下の取組※に必要な費用の一

部を支援し、地域における課題の解決と持続可能な地域経済の回復を図ることを目的にし

ています。 

  ※①生産性の向上、②付加価値の向上、③魅力の向上、これに準ずるもの 

 

２ 補助対象者 

  補助対象者は、長野県内に事業所を有し、以下（１）～（３）の要件を全て満たす事業

者で、その業種が日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）の小分類「旅行業」「旅館・

ホテル」「簡易宿所（例：ペンション）」「酒類製造業（例：酒蔵、ワイナリー）」「経済

団体」「観光案内業（ガイド）」、大分類「卸売業、小売業のうち、長野県の特産品等を中

心に販売する小売業（例：酒販店、長野県の伝統工芸品や土産物品を取扱う小売店）」に

該当する者を中心とする３者以上で形成されたグループとします。（3 者の場合、2 者以上

が上記業種に該当している必要があります。上記以外の業種の方もグループの構成事業者

となれますが、中心となる事業者の業種は上記業種となります。） 

 

※一般社団・財団法人、公益社団・財団法人、協同組合、特定非営利活動法人、社会福祉法 

人、旅館組合、観光協会等で、観光振興を目的にしている事業者はグループの構成事業

者の１者として対象となります。 

 なお、これら法人が上記業種に該当する場合には中心となる構成事業者になれますが、

それ以外の業種の場合には中心となる構成事業者になれません。 

※１事業者１回のみの申請とします。（代表者が同じ法人は１事業者とみなします。グル

ープの構成事業者は重複して他のグループの構成事業者となることはできません。） 

※長野県が新型コロナウイルス感染症に関して、令和 2 年度中に事業者に対して補助して

いる「飲食・サービス業等新型コロナウイルス対策応援補助金」「新型コロナウイルス

危機突破支援金」で支援対象となっている事業者（グループの構成事業者）は本事業に

重複して申請はできません。 

（１）新型コロナウイルス感染症の拡大により、事業活動の継続が困難等の悪影響が及んで

いること 

（２）公序良俗に反する事業又は公的な資金の使途として、社会通念上、不適切であると判

断される事業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第

122号）第２条第１項及び第５項に規定する風俗営業など）を行う者でないこと。 

ただし、同法第２条第１項第１号の一部（料理店）及び第５号（ゲームセンター）は除

く。 

（３）自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当する者でないこと。また、次の

各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人でない

こと。 
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① 暴力団（長野県暴力団排除条例（平成 23年３月 17日長野県条例第 21号）第２条第

１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第 14条に規定す

る暴力団員等 をいう。以下同じ。） 

② 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的

をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者 

③ 暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者 

④ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

⑤ 暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれらを利用している者 

 

３ 重要説明事項 

（１）本事業で実施する新たな取組は持続性があり、かつ地域課題の解決に資する内容であ

ることが求められます。また、プラスチック資材の低減など環境への配慮も心掛けてく

ださい。 

（２）予算額を超える申請があった場合は、全ての申請案件を審査した上で、交付決定する 

案件の金額を予算の範囲内になるよう調整します。 

（３）「補助金交付決定通知書」の受領後に事業を行うことが原則となります。ただし、令和

２年４月７日以降で交付決定の前に行われた事業に要する経費についても、適正と認め

られる場合には、さかのぼって補助金の対象とすることができます。 

（４）補助事業の内容及び経費等を変更する際には事前の承認が必要です。 

（５）補助金交付決定を受けても、定められた期日までに実績報告書等の提出がないと、  

補助金は受け取れません。  

（６）交付決定時に「補助事業者名称」「補助事業で行う事業名」等は、県のホームページで

公開をするため、分かりやすい名称とするようにしてください。 

（７）実際に受け取る補助金は「補助金交付決定通知書」により交付することを決定した金

額より少なくなる場合があります。 

実績報告書等の確認時に、支出内容に補助対象外の経費が計上されていることが判明

した場合には、当該支出を除いて補助対象経費を算出するよう県から連絡します。    

（８）所定の取得財産等の目的外使用、譲渡、担保提供、廃棄等の処分には制限があります。 

処分制限期間内に取得財産（単価 50万円（税抜き）以上の財産及び効用増加があると

みなされるもの等）を処分する場合には、必ず県へ承認を申請し、承認を受けた後でな

ければ処分できません。県は、財産処分を承認した補助事業者に対し、当該承認に際し、

残存簿価等（減価償却後の当該財産の金額）を上限として交付した補助金の全部または

一部に相当する金額を納付させることがあります。 

承認を得ずに処分を行うと、交付要綱違反により補助金交付取消・返還命令の対象と

なります。本事業により取得した資産は耐用年数まで本事業に活用してください。 

（９）補助事業関係書類は事業終了後５年間保存しなければなりません。 

補助事業者は、補助事業に関係する帳簿及び証拠書類を補助事業の完了の日の属す  

る年度の終了後５年間、県や国の補助金等の執行を監督する会計検査院からの求めがあ  

った際に、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければなりません。 

（10）他の公的機関が助成する他の制度と経費が重複する事業は補助対象となりません。 
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同一の内容について、国（国所管の独立行政法人等）が助成する他の制度（補助金、委

託費等）と経費が重複する事業は補助対象事業となりません。 

（11）経費支出書類の提出 

   補助金の交付には、透明性、客観性、適切な経理処理が要求されます。見積、発注、納

品、検収、請求、支払等の手続を確実に行い、適切な経理処理の証拠となる書類を整理

のうえで提出する必要があります。会計責任者を明確にするなど、経理処理が適切に行

われるようお願いします。 

   また、実績報告の際には、県の求める証拠書類の確認のため、購入した物品等の写真

や成果物等を残しておいてください。 

（12）専用口座の開設 

   本事業のために形成されたグループの専用口座がない場合は、専用の口座を開設して

いただくなど、本事業と他の経費が明確に区別できるようにお願いします。 

（13）その他 

申請・補助事業者は、本公募要領、交付要綱やウェブサイト等の案内に記載のない細

部については、営業局からの指示に従うものとします。 

 

４ 補助対象事業 

補助対象となる事業は、以下の（１）、（２）に掲げる要件をいずれも満たす事業である

こととします。 

（１）策定した「補助事業計画書」に基づいて実施するグループが共同して取り組む新しい

生活様式を備えた生産性の向上、付加価値の向上、魅力の向上につながる事業であるこ

と。計画策定の段階から、商工会、商工会議所等の経営指導員等からのアドバイスを受

けて実施すること。（事業内容によっては、経営指導員以外の専門家からのアドバイス

も可）なお、すでに事業を実施している者は、同事業の今後の展開や持続可能性を高め

るためのアドバイスを受けること。これによりがたい場合は営業局に相談をしてくださ

い。 

＜補助対象となりうる事業の取組事例（イメージ）＞ 

①複数の土産物店がそれぞれの商品を詰め合わせたセットをインターネットや SNS を活

用した新たな販路で販売（ECサイトの構築による非対面型ツールによる売上向上） 

  ②感染防止対策が徹底された安全安心な県内・県外旅行（新しい生活様式に合わせた少 

人数のツアー等） 

  ③共同の予約システムやテレワーク設備等の整備により長期滞在観光需要の喚起 

（２）以下に該当する事業を行うものでないこと。 

・ 同一内容の事業について、国（国所管の独立行政法人等を含む）が助成する他の制

度（補助金、委託費等）と経費が重複する事業 

・ 事業内容が射幸心をそそるおそれがあること、または公の秩序もしくは善良の風俗

を害することとなるおそれがあるもの、公的な支援を行うことが適当でないと認めら

れるもの（例：賭博、性風俗関連特殊営業等） 
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５ 補助率等 

本事業の補助率等は以下のとおりです。 

補 助 率  補助対象経費のうち 

ソフト事業 9/10以内 ※ハード事業以外の事業 

ハード事業 8/10以内 ※資産形成に資するもの 

（1件 10万円以上の備品の購入等） 

補助金額 上限：300万円 

 ※補助金額の上限額は、複数の補助対象経費に補助率を乗じて得た額の合計額から算出し 

ます。 

 

６ 補助対象経費 

（１）補助対象となる経費は、次の①～③の条件をすべて満たす必要があります。 

① 使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費 

② 交付決定日以降に発生し、補助事業期間内に支払が完了した経費 

 （ただし、令和２年４月７日以降で交付決定の前に行われた事業に要する経費につい

ても、適正と認められる場合には、遡及して補助金の対象とすることができます。） 

③ 証拠資料等によって支払金額が確認できる経費 

（２）補助対象経費の支払方法について 

補助対象経費の支払方法は銀行振込が原則です。補助金執行の適正性確保のため、現

金決済のみの取引（代金引換限定のサービス等）を除き、１取引 10万円超（税抜き）の

支払は、現金支払いは認められません。ただし、やむを得ず現金払いをしなければなら

ない場合には、請求書や領収書等を整備し適切な経理処理をお願いします。（なお、令

和２年４月７日以降、本公募の開始日までの期間に１取引 10万円超（税抜き）の現金支

払いを行っている等の場合は県までご相談ください。） 

自社振出・他社振出にかかわらず、小切手・手形による支払いは不可です。また補助事

業者から相手方へ資金の移動が確認できないため、相殺（売掛金と買掛金の相殺等）によ

る決済は認められません。 

（３）電子商取引について 

インターネット広告の配信等において電子商取引を行う場合でも、上記(1)③のとおり

「証拠資料等によって金額が確認できる経費」のみが対象となります。 

取引相手先によく確認し、見積、発注、納品、検収、請求、支払等適切な経理処理の証

拠となる書類を整理・保存・提出ができることを把握してから取引をしてください。 

実際に経費支出を行っていたとしても、取引相手先の都合等により、発注した日が確

認できる資料を提出できない、補助対象経費として計上する取引分の請求額が判明する

書類が提出できない、広告が確認できるインターネット画面が取得できない等の場合に

は、補助対象にできません。 

（４）各費目の説明について 

補助対象となる経費は次の①から④に掲げる経費であり、これ以外の経費は原則本事

業の補助対象外となりますが、対象経費に該当するかどうか不明な場合は営業局にご相

談ください。 
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① 器具備品費 

 事業実施に必要な通信環境の整備費や備品 等 

・事業を実施する際に必要なインターネットの通信環境の整備に係る初期導入経費が対象

となります。 

【対象となる経費例】 

パソコン・WiFi・タブレット端末の購入・リース・レンタル料、運搬容器（保冷・保温ボ         

ックス等）、真空パック機、ショーケース、冷蔵庫・冷凍庫、調理器具（業務用オーブン 

等） 等 

【対象とならない経費例】 

梱包・包装資材等の消耗品費 等 

 

② 車両費 

事業実施に必要な車両等の購入・リース・レンタルに要する経費 等 

・車両に係る維持・管理・手数料等（ガソリン代、駐車料代、自動車税、各種整備点検費、

車検費）は対象となりません。 

・購入、リース、レンタル等に付随する保険も対象となりません。 

・車両の購入は、グループでの所有を対象とします。（これによらない場合は共同利用し

ていることが確認できる書類を提出してください。） 

・車両を購入する場合には、実績報告書の提出時に車検証（写）の提出をしてください。 

 

③ 販売促進費 

事業に必要なメニュー表・ポスター・チラシ等を作成するため及び広報媒体等を活用す

るために支払われる経費 

・補助事業計画に基づく商品・サービスの広報を目的としたものが補助対象であり、単な

る会社のＰＲや営業活動に活用される広報費は、補助対象となりません。 

・チラシ等配布物の購入については、補助事業期間中に実際に配布もしくは使用した数量

分のみが補助対象経費となります。 

・補助事業期間中の広報活動に係る経費のみ補助対象にできます。（補助事業期間中に経

費支出をしていても、実際に広報がなされる（情報が伝達され消費者等に認知される）

のが補助事業期間終了後となる場合には補助対象となりません。） 

【対象となる経費例】 

ウェブサイト作成や更新、チラシ・ＤＭ・カタログの外注や発送、新聞・雑誌・インター

ネット広告、試供品（販売用商品と明確に異なるものである場合のみ）、販促品（商品・

サービスの宣伝広告が掲載されている場合のみ）、イベントなどのプロモーション経費 

【対象とならない経費例】 

チラシ等で掲載媒体にグループ構成事業者が確認できないもの、WEB 広告で画面のハー

ドコピーが提出できないもの、試供品（販売用商品と同じものを試供品として用いる場

合）、販促品（商品・サービスの宣伝広告の掲載がない場合）、名刺、商品・サービスの

宣伝広告を目的としない会社案内パンフレットの作成・求人広告（単なる会社の営業活

動に活用されるものとして対象外）、文房具等の事務用品等の消耗品代（販促品・チラ

シ・ＤＭを自社で内製する等の場合でも、ペン類、クリアファイル、用紙代・インク代・
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封筒等の購入は対象外です。）、金券・商品券、チラシ等配布物のうち未配布・未使用

分、補助事業期間外の広告の掲載や配布物の配布、フランチャイズ本部が作製する広告

物の購入、売上高や販売数量等に応じて課金される経費、ウェブサイトのＳＥＯ対策等

で効果や作業内容が不明確なもの 

 

 ④ 新しい生活様式に合わせたツアー実施費 

コロナ対策を徹底した上で県内旅行会社が実施するツアー費（ツアーを実施することで 

今後の旅行商品の開発に寄与すること認められるもの） 

【対象となる経費例】 

 ・貸切バス等料金、ガイド・案内料金、施設使用料等のツアー実施にかかる費用、旅行商品 

企画費、通信費、輸送費 等 

 ・新型コロナウイルス対策費用（アクリル板等の継続的に使用が可能な備品） 

【対象とならない経費】 

 ・新型コロナウイルス対策費用（消毒用のアルコール等の消耗品） 

 

 ⑤ 地域の観光資源を活用した新しい生活様式に合わせたイベント開催費用 

（今後のイベント実施の参考となる一過性でないイベントのみを対象） 

 ・地域ならではの観光資源（自然物でない伝統的工芸品等）を活かしたイベント等の企画

や実施に要する経費、ＰＲに要する経費 

【対象となる経費例】 

 ・イベント運営費用、会場設営にかかる費用 

 ・新型コロナウイルス対策費用（アクリル板等の継続的に使用が可能な備品） 

 ・広報活動に係る費用（オンラインでのイベント実施にかかるシステム構築費） 

 ・キャッシュレス決済システム導入費等 

 

 ⑥ その他 

①から⑤に該当しない経費 

・新しい生活様式に合わせた取組に必要となる経費について①から⑤以外の経費として以

下を対象とする。 

【対象となる経費例】 

グループで使う新型コロナウイルス対策費用（アクリル板等の継続的に使用が可能な備

品）、新しい生活様式に合わせた取組に必要となる店舗等内装工事費（改装の場合は図

面や改装後のイメージ図を添付してください。） 等 

【対象とならない経費例】 

  宅配代行サービスに係る月額使用料・配送手数料 等 

 

（５）上記（４）の①から⑥に掲げる各費目に係る経費以外は、原則として補助対象となり

ません（例１）。また、上記①から⑥に掲げる経費においても例２に該当する場合は原

則として対象となりません。 
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（例１） 

・販売や有償レンタルを目的とした製品、商品等の生産・調達に係る経費 

・オークション品の購入（インターネットオークションやフリマサイトを含む。） 

・駐車場代や事務所等に係る家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費 

・電話代、インターネット利用料金等の通信費、サーバー等の維持管理費 

・消耗品代（例えば、名刺のほか、ペン類、インクカートリッジ、用紙、はさみ、テープ 

類、クリアファイル、無地封筒、OPP・CPP袋、CD・DVD、USBメモリ・SDカード、電池、 

段ボール、梱包材、事務用品などの購入が補助対象外。） 

・雑誌購読料、新聞代、団体等の会費 

・茶菓、飲食、奢侈、娯楽、接待の費用 

・不動産（土地、建物等）の購入・取得費、駐車場整備・舗装等の費用自動車等車両の車検 

費用 

・税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のため

の弁護士費用 

・金融機関などへの振込手数料（ただし発注先が負担する場合は補助対象とする）、代引

手数料、インターネットバンキング利用料、インターネットショッピング決済手数料等 

・公租公課（消費税・地方消費税は補助対象外。） 

・各種保証・保険料 

・借入金などの支払利息及び遅延損害金、特許等の取得、登録費 

・講習会、勉強会、セミナー研修等参加費や受講費等 

・商品券、金券の購入、仮想通貨・クーポン・（クレジットカード会社等から付与された）

ポイント・金券・商品券（消費税増税に伴い発行されるプレミアム付き商品券を含む）

での支払い、自社振出・他社振出に関わらず小切手・手形での支払い、相殺による決済 

・役員報酬、直接人件費 

・各種キャンセルに係る取引手数料等 

・補助金応募書類・実績報告書等の作成・送付・手続きに係る費用 

・上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

（例２） 

・補助事業の目的に合致しないもの 

・必要な経理書類を用意できないもの 

・交付決定前に発注、購入、契約等を実施したもの 

【ただし、令和２年４月７日以降で交付決定の前に行われた事業に要する経費について

も、適正と認められる場合には、さかのぼって補助金の対象とすることができます。】 

 

（６）その他、補助対象経費全般にわたる留意事項 

・補助事業を行うに当たっては、当該事業について区分経理を行ってください。補助対象

経費は当該事業に使用したものとして明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって

金額等が確認できるもののみとなります。 

・補助事業における発注先（委託先）の選定にあたっては、原則１件あたり税抜 30万円超

を要するものについては、２社以上から見積をとり、より安価な発注先（委託先）を選

んでください。ただし、発注（委託）する事業内容の性質上、見積をとることが困難な場
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合は、該当企業等を随意契約の対象とする理由書を実績報告時にご提出ください。なお、

これによりがたい場合は営業局に相談してください。 

 また、中古品の購入については、金額に関わらず、すべて、２社以上からの相見積が

必須となります。この場合、理由書の提出による随意契約では、補助対象経費として認

められません。なお、これによりがたい場合は営業局に相談してください。 

 

７ 申請手続 

（１） 受付期間 

令和２年９月３日（木曜日）から令和２年９月 24日（木曜日）必着 

 ※交付決定は所定の審査終了後、概ね 1か月後をめどに通知します。 

 

（２）問合せ窓口 

本補助金に係る相談は下記にて受け付けます。 

電話または E-mailにてお問い合わせください。 

名 称 住 所 電 話 e-mail 

産業労働部営業局 
〒380-8570 

長野市大字南長野字幅下 692-2 
026-235-7248 eigyo@pref.nagano.lg.jp 

開所日：月曜日から金曜日 9：00～17：00（土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

  

（３）提出方法 

上記窓口に簡易書留などの郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。 

（申請書類の提出を予定される場合は、あらかじめご相談ください。） 

 

（４）提出書類及び提出の流れ 

申請書類等の返却はいたしませんので、コピーを取るなど、控えを１部保管してくださ

い。なお、必要に応じて追加資料の提出及び説明を求めることがあります。 

   

１）交付申請書等の提出 

補助金の交付申請を行う場合は、受付期間内に以下の書類を作成し、営業局へ提出

してください。 

mailto:eigyo@pref.nagano.lg.jp
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ア 交付申請書（様式第１号） 

イ 補助事業計画書（様式１－１） 

ウ 誓約書（様式１－２） 

エ 支出内容の積算根拠が分かる書類（見積書等） 

オ その他知事が必要と認める書類 

申請書類をもとに県において審査を行い、適当と認めたときは補助金額の交付決定の

通知を送付します。 

交付決定を行ったときは、速やかに観光関連サービス業等生産性向上支援事業の交付

対象事業の実施内容（補助事業者名、事業名、交付決定額等）を県のホームページに公

表します。 

※予算額を超える申請があった場合は、全ての申請案件を審査した上で、交付決定す 

る案件の金額を予算の範囲内になるよう調整します。 

※補助金の交付決定後に補助事業を中止・変更する場合は、その旨の承認申請が必要で 

すので、必ず営業局へご相談ください。 

※事業の変更及び中止をする場合は「変更承認申請書（様式第３号）」、「事業中止 

（廃止）承認申請書（様式第４号）」それぞれの提出が必要です。 

 

２）実績報告書の提出 

補助事業を終了した後、下記の書類について営業局へ提出してください。県において

審査を行い、補助金額の確定を行い通知します。 

また、額の確定を行ったときは、速やかに観光関連サービス業等生産性向上支援事

業の交付対象事業の実施結果を県のホームページに公表します。 

【実績報告提出締切日】令和３年（2021年）3月 10日（水）（当日必着） 

※補助金交付決定を受けても、定められた期日までに実績報告書等の提出がないと、補 

助金は受け取れません。事業を完了（補助対象経費の支払いまで含みます）した後 15

日を経過する日、または令和３年（2021 年）3 月 10 日（水）のいずれか早い日まで

に実施事業内容及び経費内容を取りまとめ、提出しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 実績報告書（様式第７号） 

イ 補助事業実績書（様式７－１） 

ウ 消費税額等の確定に伴う報告書（様式第 11号） 

  （消費税等仕入控除税額が確定した場合） 

エ 取得財産等管理台帳の写し（様式第 12号）（該当がある場合） 

オ 産業財産権等取得等届出書（様式第 14号）（該当がある場合） 

カ その他知事が必要と認める書類 

   ※経費支出の証拠書類として次の書類を提出してください。 

    ・見積書等の写し 

・発注・契約を確認できる書類の写し 

・完了・検収・納品を確認できる書類の写し（車両の場合は車検証） 

・請求書等の写し 

・支払を証する書類（領収書等）の写し 

・その他支出内容が分かる資料（写真、成果品等） 
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３）概算払請求書の提出 

県に概算払請求書を提出することで年１回を限度として、「概算払い」を受けること 

ができます。ただし、請求する段階での出来高（補助対象経費の支出分）の９割を限度 

とします。 

出来高を確認できる書類や領収書・請求書などの支出関係書類を添付してください。 

 

 

４）交付請求書の提出 

補助金額の確定通知を受け取った後、下記の書類を営業局へ提出してください。書類

に記載された口座に後日補助金が振り込まれます。 

 

 

 

８ 申請内容の審査 

（１）審査方法 

   事業者から提出された交付申請書類をもとに、県において以下の観点で書類審査を行

います。 

１）必要な資料が全て提出されていること。 

２）補助事業者及び補助対象事業の要件に合致していること。 

３）新たな取組について経営指導員等からアドバイスを受けていること。 

４）新しい生活様式を備えた以下の取組※が地域課題の解決に資するものとして補助事

業計画に記載されていること。 

  ※生産性の向上、付加価値の向上、魅力の向上、これに準ずるもの 

（２）審査結果の通知 

申請者全員に対して結果を通知します。交付決定された申請については長野県ホーム

ページにおいて補助事業者名等を公表します。 

９ 補助事業期間 

  交付決定の日から令和３年（2021年）２月 26日（金）までが補助事業期間となります。 

  上記実施期限までの間で、事業を完了（補助対象経費の支払いまで含みます）した後 15

日を経過する日、または令和３年（2021年）３月 10日（水）のいずれか早い日までに実施

事業内容及び経費内容を取りまとめ、実績報告書等を提出しなければなりません。 

 

10 事業者の義務 

（１）交付決定 

・本事業の採択となった事業者は、補助金の交付に係る必要な手続きを行わなければな

りません。 

・事業を実施する際には、客観的にその実績が確認ができるように写真などの記録をと

るようにしてください。 

ア 補助金交付請求書（様式第９号） 

ア 概算払請求書（様式第１０号） 

イ 取得財産等管理台帳の写し（該当がある場合に限る） 

ウ 支出関係書類（領収書・請求書等の写し） 
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・交付申請書の記入に当たっては、消費税等仕入控除税額を減額して申請しなければな

りません（消費税及び地方消費税相当額を予め補助対象経費から減額して申請を行う）。 

・なお、採択となっても、交付決定時点で対象外経費の計上等の不備が発見された場合

には、申請書類の訂正・再提出を求めます。 

・また、交付決定を受けても実績報告時に対象外経費の計上が発見された場合には、当

該支出を除いて補助対象経費を算出するよう、県から求められます。 

（２）補助事業計画の内容や経費の配分の変更等 

・交付決定を受けた後、補助事業の経費の配分や内容を変更しようとする場合、または

補助事業を中止（一時中断）、廃止（実施取りやめ）や他に承継させようとする場合は、

事前に県の承認を得なければなりません。ただし、補助対象経費の区分毎に 20％以内

の金額の変更や補助事業の目的に変更をもたらすものでない事業計画の細部の変更で

ある場合は承認の必要はありません。なお、補助金額の増額変更は認められません。 

（３）補助金の交付 

・補助事業を完了したとき、または中止、廃止の承認を受けたときは、実績報告書を提

出しなければなりません。補助金の交付については、実施した事業内容の審査と経費

内容の確認等により交付すべき補助金の額を確定した後の精算払いが原則となります。 

  ・なお、概算払いについては、補助対象事業の一部が完了し、支払いが終了した経費に

ついて、１事業者１回を請求する段階での出来高（補助対象経費の支出分）の９割を

限度に認めるものとします。 

（４）補助対象事業の経理 

・補助事業に係る経理について、帳簿や支出の根拠となる証拠書類については、補助事

業完了後、当該年度の終了後５年間保存しなければなりません。 

 

11 その他 

（１）補助事業を実施することにより、産業財産権が発生した場合は、その権利は補助事業

者に帰属します。 

（２）補助事業の進捗状況確認のため、県が実地検査に入ることがあります。また、補助事

業完了後、補助金使用経費に係る帳簿類の検査に入ることがあります。 

（３）原則として、補助事業完了後の補助金額確定に当たり、補助対象物件や帳簿類の確認

ができない場合については、当該物件に係る金額は補助対象外となります。 

（４）補助事業完了後、会計検査院が実地検査に入ることがあります。この検査により補助

金の返還命令等の指示がなされた場合には、これに従わなければなりません。また、

不正等の事実が確認された場合にも同様です。 

（５）本補助金の交付を受けた事業者に対し、補助事業の効果等を把握するため、補助事業

完了日の属する年度の終了後５年間は、フォローアップ調査等を行う場合があります。 

（６）グループ内で機材等の調達を行う場合は、機材等を提供する者に利益が生じさせない

ようにしてください。 


